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国民春闘　　賃上げ大詰め、消費税増税中止待ったなし
４月からの消費税増税実施が間近に迫る中、国民春闘が大詰めを迎えています。　　一部の大企業ではベースアップをする動きもありますが、中小企業を含め全体として春闘はこれからです。安倍政権が進めた経済政策「アベノミクス」は行き詰まり、消費税増税が個人消費の冷え込みに拍車をかけようとしています。財界・大企業の賃金抑制をやめさせ大幅賃上げを実現するとともに、消費税増税を中止させることが待ったなしの課題です。

ＧＤＰの伸び率は昨年１～３月期の４.５％､４～６月期の４.１％から、７～９月期は０.９％、１０～１２月期は０.７％へと急速に鈍っています。「アベノミクス」の「効果」が短期間で薄れたといわれる根拠です。とくに１０～１２月期は消費税増税を見越した駆け込み需要で消費が増えるといわれていたのに予想より大幅に低下しました。景気の失速は明らかです。

「アベノミクス」は異常な金融緩和と公共投資の拡大で、大企業のもうけを増やせば雇用も所得も増え、消費も拡大するという「トリクルダウン」（おこぼれ）の経済政策です。しかし、日本経済が長期にわたり悪化しているのは勤労者世帯の収入が１９９０年代末より７０万円も減っていることに象徴されるように国民の所得が減り、消費が落ち込んでいるためです。大企業のもうけを増やすのではなく、国民の所得を増やす経済政策に転換しなければ、景気はよくなりません。

今、大企業がため込んでいる４８０兆円もの内部留保の一部を活用して、①賃上げを実現すること、そのためにも②中小企業への支援策とあわせ③最低賃金の大幅引き上げを政府の責任で行うこと、労働者に「生涯ハケン」を押し付ける派遣法の改悪など④労働法制の改悪をやめることなどが不可欠です。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
桑名市議会　　一般質問の冒頭発言から
４月から消費税が増税されると私達の暮らしはどうなるのでしょうか。給料は上がらず、年金の引き下げは続きます。来年の４月からは医療に続いて介護保険の大改悪が巧まれています。福祉や社会保障はどうなるのでしょうか。来年度の国家予算の伸びは、社会保障費の伸びより大きくなっています。社会保障の増大が悪者にされ、社会保障は「自己責任」だと言われてどんどん切り捨てられます。　　

私たちに何か良い事はあるのでしょうか。本来、国や自治体が守らなければならない社会的弱者な方だけでなく普通の人も住みにくい世の中になってきました。
桑名市の来年度予算は、行財政改革、ブランド元年、ファシリティマネジメントなどに伊藤市長の特徴は表れていますが、住民の皆さんの福祉を真剣に考えているのでしょうか。
いずれにしても何処かで、まずは安倍政権の暴走にストップをかけなければなりません。今の安倍政権は、「戦争をする国」にもまっしぐらに走っています。
住みやすく、平和な街にするために、桑名の都市計画、福祉、教育、環境の４点について伺います。と発言し４点について一般質問をしました。（詳細は次号）
来年度予算での「補助金・交付金２０％カット」の件
市長は、「補助金・交付金２０％カット」という徹底した見直しを提案していました。福祉安全委員会で、社会福祉協議会関係の予算で変な操作が報告された。
地域福祉推進事業補助金（２０１３年４２，４１０千円→２０１４年３３，８００千円）と社会福祉協議会交付金（２０１３年８７，８６４千円→２０１４年７０，２９２千円）を２０．３％、２０．０％カットしたが、どうしても１０，０００千円ほど不足するので、他の社会福祉協議会へいく事業費の委託費で上積みをしたと言う。障害者と老人福祉の音楽療法推進費、障害者自立支援の生活介護給付費、母子生活支援施設費の管理運営費で上積みしていると言う。（これらの総額は、中身までは精査できるものではない。）こんな事があっていいのだろうか。
里見賢治（佛教大学社会福祉学部教授）先生の講演

３月８日、四日市で行われた日弁連の貧困問題全国キャラバン（連続市民集会）、今すぐ貧困の根絶をー生活保護から社会保障を考えるーで、「今すぐ貧困の撲滅を　ー社会保障・税一体改革と貧困化する国民生活―」のタイトルで里見先生の基調講演が行われました。　　　内容は、
１、「社会保障・税一体改革」の軌跡をたどりますと、
２０１１．　６．３０　　菅内閣　社会保障・税一体改革成案
２０１２．　２．１７　　野田内閣　社会保障・税一体改革大綱
２０１２．　６．１５　　３党合意
２０１２．　８．１０　　一体改革８法案可決　
２０１３．　８．　１　　生活保護基準引き下げ実施
２０１３．　８．　６　　社会保障制度改革国民会議報告
２０１３．１２．　５　　社会保障改革プログラム法成立
２０１４．　２．１２　　地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律案を国会に提出しました。
２、「社会保障・税一体改革」論の論理構造と意図は、
①　目的　社会保障の機能強化―必要な機能の充実と徹底した給付の重点化・制度運営の効率化を同時に実施する（スクラップ＆ビルド）。そのための財源政策は消費税増税。先に法人税減税を実施。
②　構造　財政危機→社会保障費の膨張→原因は社会保障にある→社会保障・税一体改革が必要（社会保障の抑制と増税）
③　意図　社会保障を理由として消費税増税を国民に納得させる。社会保障を諦めさせる。
　　　　　財政危機の原因は社会保障にあると言う事を定着させる。
④　この論理構造は正しいか。
　　　　　日本の社会保障の規模は大きすぎるのか？
財政危機の原因は社会保障制度にあるのか？
⑤　税制改革は、何故消費税増税なのか。消費税＝社会保障目的税は問題を解決するか？
３、民・自・公３党合意（野合）による一体改革のさらなる変質が行われた。
＊社会保障改革の後退・消失、抑制　→　社会保障制度改革推進法・・・基本的な考え方＝自助・助け合いの強調　＊新自由主義型社会保障抑制政策への傾斜　→　公助を困窮などに対する生活保護や社会福祉に限定＝公的責任を救貧に限定
4、 安倍政権の登場と抑制型福祉政策の本格化、その帰結ハ。
「持続可能性」「財政危機」のキャンペーン（総枠抑制へ）。低所得階層・生活保護受給者をスケープゴートに（国民の不満のはけ口へ）
5、 抑制型福祉政策から、最低保障重視型福祉政策へ
皆保障を目指す普遍主義型社会保障制度の構築。現行の社会保険方式中心型から公費負担方式（税方式）中心型への抜本的転換
他に、当事者の訴え（３題）、パネルディスカッション（３題）がありました。
里見先生の講演は、考えがはっきりと整理できる内容でした。久しぶりにすっきりしました。
予算要望（２０１４年度）に対する回答（概略）
１２月２５日、１２月議会終了後、伊藤市長に２０１４年度の予算要望を提出しました。１０項目にわたっていますが、特に、国民健康保険税を一人当たり1万円を引き下げること、子ども医療費助成対象を全中学生に実施すること、早急に全小学校普通教室にクーラーを設置することの３点を強調して要望しました。
1、 国に４月からの消費税増税中止を求め、公共料金への転嫁はおこなわない。
【回答】国会において関係法案が可決されており、消費税の増税中止を求めることは考えていない。消費税増額による支出増が見込まれ、現状のサービスを維持するために、消費税率の引き上げに伴う使用料等の見直しは必要と考える。

2、 雇用問題は深刻であり、誘致企業に対し、解雇など事前説明を義務付ける。
【回答】立地奨励金の交付企業には、申請時に雇用従業員の状況を確認しております。今後も企業情報等の提供をお願いし、情報収集を図る。

3、 国に生活保護費削減の撤回を求め、夏期・年末手当の廃止はおこなわない。
【回答】上部組織に機会を見て、要望していきます。市独自の手当てである夏期手当と年末手当は、平成２３年度より廃止しています。

4、 国民健康保険税を基金の活用で１人当たり１万円を引き下げること。
【回答】国保の財政状況も勘案し、被保険者の方々が、必要な時に必要な医療を安心して受けられるよう、制度の安定的な運営に努めます。

5、 安心して介護保険が利用できるようにすること。（保険料等の減免制度）
【回答】国の各種の負担軽減制度で対応します。市が独自で行う減免制度については、特段、何も考えておりません。

6、 子ども医療費助成対象を全中学生に実施すること。
【回答】市の財政状況を勘案すると、ご要望の市単独事業による拡充には慎重な検討が必要と考えています。受益と負担の公平性を考え、常にコスト意識を持ちながら事業を進めていきたいと考えております。

7、 子ども・子育ての新制度は、保護者の声を十分聞き、市の責任で実施を。
【回答】新たな制度は、実施主体となる市町村にとって多大な労力を伴うものですが、国の動向に注視しながら、事業計画の策定や条例の制定など、子育て中の保護者が安心して保育や子育て支援を利用できるように、取組みを推進します。

8、 小中学校の３０人以下学級の対象学年を拡大すること。
【回答】市単独で実施するには、相当数の教員を確保する必要があり、人員確保や費用面等から困難ですので、県による支援を要望していきます。

9、 熱中症対策として早急に全小学校普通教室にクーラーを設置すること。
【回答】他市の整備事例や国等の補助制度を今後も引き続き研究していきます。

１０、 ごみの減量化や新焼却施設建設は、市民全体で考える。
【回答】ごみの減量化は、桑名広域清掃事業組合を構成する２市２町と連携し、継続して取り組む。新焼却施設建設も組合と連携し、市民へ公表・周知します。

Ｎｏ．２０６　　　　２０１４年　３月　２０日
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日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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